
















Examination of the practice and learning outcomes of local 
related education programs 















治体において実践されてきた。これは今後、我が国の人口減少が加速し、2050 年には 9,700 万人












































三の使命」としての役割が強調されることとなった。さらに、2008 年 12 月の中央教育審議会答
申「学士課程教育の構築に向けて」の中で、学士課程教育の質的転換のための方策が示されると































































































設問 1 から設問 10 までの 10 項目（1 から 5 の 5 段階評価による定量的データ）および、記述式
の設問が設定されている 10)。 
授業評価の結果、設問 8「この授業を受講してよかった」の項目については、2019 年度 1 年生
が 4.9、2019 年度 2 年生が 4.7 となっており、高い数値を得られている。また、設問 3「授業の内
容は興味深く、気づかされたり、考えさせられることが多かった」の項目についても、2019 年度
1 年生が 4.8、2019 年度 2 年生が 4.8 となっており、学生にとって気づきや学びの多い授業であっ
たことが示されている。 














 記述式回答  


























ビジネスコースの 1、2 年生全員に、Web によるアンケート調査（Google フォームを使用）を
行った。調査時期は、実践ビジネス演習の第 1 回目（授業の開始前）と第 15 回目（授業の終了後）





分析方法については、12 項目の質問に対し 5 段階評定を用いて間隔尺度データを数値化する。






れぞれに「t 検定（Welch の t 検定）」を行い、分析には SPSSⓇStatistics26 を使用した。 
 
表 2．社会人基礎力の 12 の能力要素 



































アンケート調査の回答状況ついては、ビジネスコース 37 名（37 件）に URL を送信し、授業開
始前が 34 名（回収率 91.9%）、授業終了後は 32 名（回収率 86.5%）から回答を得られた。今回の
調査においては、前後の伸長度合いを計測することから、授業開始前と授業終了後どちらもアンケ
ートに回答した学生のみを抽出したところ、30 件の回答データが得られ、そのうち定量的な項目
すべてに欠損のない 30 件（有効回答率 100%）分のデータを分析に用いた。 
分析の結果、表 3 に示されるように、12 の要素においていずれも授業開始前に比べ、授業終了
後の数値が高くなった。さらに、これらの 12 の要素のデータを 3 つの能力にまとめ社会人基礎力
の伸長度を計った（表 4）。その結果、社会人基礎力の 3 つの能力である「前に踏み出す力（アク
ション）」「考え抜く力（シンキング）」「チームで働く力（チームワーク）」の伸長度が、授業開始
前と比較し授業開始後の数値がいずれも増加していることが示された。また、授業開始前の平均点
と授業開始後の平均点の差が統計的に有意かを確かめるために、有意水準 5%で両側検定の t 検定
を行ったところ、授業前後の平均点に有意な差があることが示された（前に踏み出す力：t (29) = 






表 3．社会人基礎力（12 の要素）の伸長度 
社会人基礎力  







主体性 3.27 3.77 0.50 
働きかけ力  2.63 3.30 0.67 
実行力 3.13 3.63 0.50 
課題発見力  3.13 3.43 0.30 
計画力 3.33 3.67 0.33 
創造力 3.13 3.80 0.67 
発信力 3.53 3.97 0.43 
傾聴力 3.40 3.77 0.37 
柔軟性 4.03 4.30 0.27 
状況把握力  3.60 4.10 0.50 
規律性 3.83 4.00 0.17 
ストレスコントロール力  2.73 3.70 0.97 
 
 
表 4．社会人基礎力（3 つの能力）の伸長度 
社会人基礎力  











3.01 3.57 0.56 .001*** 
考え抜く力  
（シンキング）  
3.20 3.63 0.43 .019*** 
チームで働く力  
（チームワーク）  
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